


2 

＜目次＞ 

年度評価の方法について ・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

評価結果の記述について ・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

１ 全 体 評 価 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

２ 項目別評価  

 Ⅰ 大学の愚霢∵∵ 項平 





2 

（小項目評価の基準） 

 Ⅳ：年度計画を上回って実施している 

 Ⅲ：年度計画を順調に実施している 

 Ⅱ：年度計画を十分には実施していない 

 Ⅰ：年度計画を実施していない、または大幅に下回っている 

   （大項目評価の基準） 者
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１ 全体評価 

  公立大学法人名古屋市立大学の第三期中期目標期間の３年目である令和２年度の業務実

績は、年度計画を計画どおり遂行しており、全体として中期目標の達成に向け順調に業務

を実施しているものと認められる。 

  特に、市立東部・西部医療センターの大学病院化については、理事長のリーダーシップ

のもと法人をあげて難しい大プロジェクトに取り組み、課題の検討を進めるにとどまらず、

令和３年４月の大学病院化を実現したことは高く評価できる。 

【評価結果と判断理由】 

 １ 「Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する項目」のうち、「第１ 教育に関する項目」
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・市立東部・西部医療センターの大学病院化 

⇒ 市立東部・西部医療センターの大学病院化に向けて、大学病院化準備委員会を立

ち上げ、名古屋市総務局及び病院局並びに名古屋市立大学の三者で定期的に会合を
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次に、国際化について指摘する。 

３ 令和２年度に新たに２校と大学間交流協定を締結し、協定校数が増加したことは評
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２ 項目別評価 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する項目 

 第１ 教育に関する項目 

【進捗状況の確認結果】 

  「教育の内容及び教育の成果」、「教育の実施体制等」、「学生への支援」の取り組みにつ

いては、年度計画を計画どおり実施しているものと認められる。 
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○経済学部におけるIoT、AI教育の強化 

    ⇒ 計量経済学など情報教育を実施する教員採用人事を進めるとともに、計量経済

学を含めた情報教育系の科目の整理を行い、経済学部として履修証明を発行する

情報教育プログラムを決定した。 
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Ⅰ 第３ 社会貢献に関する項目 
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  ④ 業務実績報告書の自己評価と評価委員会の評価が異なる項目 

特になし 

【評価にあたっての意見、指摘事項】 

 ・コロナ禍における市民公開講座の開催及び「名市大ブックス」の出版 

⇒ 新型コロナウイルス感染症を理由に安易に止めてしまうことなく、徹底した感染

症対策をして公開講座の実施にこぎ着けたこと、また、コロナ禍において学びの機
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Ⅰ 第４ 国際化に関する項目

 【評価結果】 

Ａ 
 （参考）小項目評価 

 評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

�嘗 "填
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Ⅰ 第５ 附属病院に関する項目

 【評価結果】 

A
 （参考）小項目評価 

 評 価 Ⅳ Ⅲ Ⅱ Ⅰ 計 

 項目数 ０ １１ ０ ０ １１ 

 【実施状況】 

① 特筆すべき項目 

・市立東部・西部医療センターの大学病院化

⇒ （「１全体評価【全体的な実施状況】①重点的な取り組み及び特筆すべき取り

組み（P.7）」参照） 

・新型コロナウイルス感染症への対応について

⇒ （「１全体評価【全体的な実施状況】①重点的な取り組み及び特筆すべき取り

組み（P.6）」参照） 

② 遅れている項目 
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【評価にあたっての意見、指摘事項】 

 ・将来の医療需要を見据えた医療提供体制の検討、柔軟な人員配置 

  ⇒ 新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行いつつ、通常診療を継続し、ワクチ

ン接種への協力もしており高く評価できる。こうした環境下においては、特に医療

従事者の働き方改革が重要な課題となるため、今後の取り組みに期待したい。 

・安全で最高水準の開かれた医療を提供するための医療安全の推瀬
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・開学 70周年記念事業を始めとした寄附の獲得 

 ⇒ 開学 70周年ということで努力され、多くの寄附を得られたことは評価できる。寄

附の獲得は大学の自己財源として重要なものであり、企業からの寄附を含め、幅広

く卒業生から寄附を募る仕組み作りについて引き続き取り組んでいただきたい。

・積極的な施設貸出に向け、柔軟な貸付用途や貸付料金の設定を可能とするための規程

整備 

 ⇒ 新型コロナウイルス感染症の影響により施設の有償貸出が困難な状況のなか、規

程整備を行い、これまで以上に柔軟に施設の貸出につなげられるよう準備したこと

は評価できる。 










